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は じ め に
・両大戦間期ポーランドの経済思想は，アダム・クシジャノフスキ（Krzyzanowski, Adam）を中心と
 したクラクフ学派（szkola krakowska）に代表される様に，一貫して経済的自由主義が主流であっ
た。政府も，当初は理念として経済的自由主義の立場をとったが，現実の経済政策においては両大戦
間期の末期にかけて次第に市場への国家介入を強めていく。そして，１９３０年代後半には，エタティズ
ムが明確な国家経済成長戦略として表舞台に登場する１。
前稿「両大戦間期ポーランドにおける民主化と経済的自由主義政策の挫折」（田口，２００１）では，
なぜ１９２０年代のポーランドで自由主義的経済思想とそれに裏付けられた政策，および民主化が挫折し
ていったかを分析したが，本稿では，１９３０年代に国家による経済のコントロールが強まり，エタティ
ズムが積極的に政府の経済成長戦略に位置づけられていく背景とその過程を明らかにする。
１．ピウスツキのクーデターと民主化の挫折
第一次世界大戦後のポーランドは，フランス第三共和制をモデルとした政治体制を築いていった。
このモデルの特徴は，強力な議会（立法機関）と相対的に弱い大統領・政府（執行機関）の存在で
あった。しかし，脆弱な経済と議会では諸小政党が対立し，政府は国家運営のイニシアティブをとれ
ず，１９１８年１１月から１９２６年５月までに内閣は１３回交替した。また，第一次世界大戦終了後も，国境の
確定を巡って近隣諸国との対立は続いており，戦時経済体制が維持されていた。１９２０年代前半には，
１ エタティズムの概念は論者によって様々に解釈されている。たとえばクシジャノフスキはエタティズムの要素として
「厳密な意味でのエタティズム，つまり企業かまたは銀行家としての性格を持つ国家の役割，関税，課金，課税面
での保護主義，国家が経済活動に影響を与えるその他のケース，とりわけ価格や賃金の統制を含む介入主義」をあげ
ている（Zagora−Jonszta [1990], p.191）。また，ジェブルスキは国家介入主義（interwencjonizm）と区別してエタティズ
ムを「国家が投資者として直接経済活動を行うという積極的な国家介入の形態」と規定している（Dziewulski
［１９８１］，p．９）。本稿では，エタティズムをめぐる様々な論争を扱うので，広義でこの概念を使うが，基本的には若い
独立国家における脆弱な民間資本にかわって国家が投資者・経営者として生産活動にしだいに深く関わっていくことを
積極的に位置づけようとする政策思想を指すものとする。
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ポ・ソ戦争による軍事支出を賄うための増税，対外借款，内債発行，紙幣増刷が繰り返され，通貨暴
落，ハイパーインフレなどの経済混乱を招いた。そして，労働者の実質賃金が大きく低下し，ストや
暴動が多発するようになった。１９２４年のグラブスキによる通貨改革により，一時的に均衡財政は達成
され，ハイパー・インフレが収束して通貨も安定した。しかし今度は，１９２５年に始まったドイツとの
関税戦争で，経済が再び悪化し財政赤字が拡大した。これをきっかけに外貨の流出が始まった。一
方，「議会の専横（sejmokracja）」と呼ばれるほどの力を行使してきたポーランド議会では，諸政党
が，対抗勢力によって構成される政府をいかに倒閣するかに腐心していた。こうした状態は，政府の
長期的な見通しを持った政策の実施を妨げ，短期政権の場当たり的な政策を助長した。形式上はすぐ
れて民主的なポーランド議会も，経済の現状に有効な対策を提示できないばかりか，汚職問題などで
揺れ，その権威は失墜した。国民の不満は，失業対策や生活保護を求める労働者ばかりでなく，資産
価値の暴落に対して危機感を持つ資本家や投資家の間にも広がり，それは国家のレジティマシー自体
を揺るがすにまで至った。
１９２６年５月１２日，ヴィンツェンティ・ヴィトス（Witos, Wincenty）を首班とする中道・右派政権の
成立をきっかけに，ピウスツキはクーデターを決行した。数日間の戦闘で政府軍は降伏した。クーデ
ター後，ピウスツキは表面的には独裁体制はとらず，国会の機能を温存しながら政情をコントロール
した。その結果，政治的混乱はある程度抑制された。６月に商工大臣に就任したエウゲニウシュ・ク
フャトコフスキ（Kwiatkowski, Euganiusz）は，生産部門に対し，国民経済における重要性に比例して
政府が経済支援すると表明したものの，基本的には国家介入主義を排して市場の自由を保障した２。
こうしたピウスツキの市場を尊重する姿勢は，とりあえず国内の資本家達から歓迎された。
２．経済への国家介入または経済計画化に関する論争３
政治的民主主義導入が挫折しても，政府，産業界，学界においては相変わらず経済的自由主義思想
が主流であった。そうした中でも，少数派でありながら，経済への国家介入，または市場経済否定の
立場に立つオリジナルな主張は注目に値する。それは，単に理論と主張が知的好奇心を喚起するから
だけではない。両大戦間期は細々とした思想の潮流であっても，両大戦間期末期から亡命政府時代，
そして第二次世界大戦後の人民民主主義期に大きな影響を与える思想だからである。そこで，こうし
た国家介入を容認する議論や市場経済を否定し経済計画化を目指す理論を丁寧に拾ってみたい。
ポーランド共産党（Komunistyczna Partia Polski : KPP）は，早くから自由市場経済を批判して経済
計画に興味を示していた。ポーランド共産党は当時の客観的情勢の変化に対応し，数回にわたり，路
線を微妙に修正している。しかし，大体においては次のような方針をとっていた。ポーランド共産党
はまず，ポーランドは多くの封建社会の遺物を残した中程度に発展した資本主義国であると規定して
いる。したがって，社会主義革命に至るまでの過程に数々のブルジョア民主主義的課題も達成してい
２ ピウスツキの支持母体であるサナツィア（Sanacja）の中では，早くからスタジンスキらがエタティズムの強化を訴
えてはいたが，経済政策の基本路線はクーデターによって大きく変わることはなかった。
３ この章は，主に以下の文献に基づく：田口［１９８５］．
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かなければならない。さらに，最終戦略としての社会主義革命とプロレタリアート独裁を達成するた
めに，ポーランド共産党はゼネストを指導し，それを武装蜂起の前哨戦とするというのが基本戦術で
あった。ポーランド共産党はまた，既成のすべての政党は社会主義革命の主体的勢力となり得ないと
考えていた。それどころか，ポーランド人民の革命的気運を阻害する主要な勢力は，都市ではポーラ
ンド社会党（Polska Partia Socjalistyczna : PPS），農村では農民党（Stronnictwo Ludowe : SL）である
という立場をとっていた。ポーランド共産党は，こうした闘争を組織する一方で，さまざまな理論的
研究も活発に行っていた。しかし，彼らにとって主要なテーマは，権力奪取，労農同盟の形成，農業
問題，ポーランド帝国主義，新しい社会・経済体制の性格などであり，具体的な計画化理論について
はほとんどふれられていない。党が非合法で党員数も少ないなかで，より重要な緊急問題が山積みさ
れており，新しい社会体制の大枠を描き，計画経済の必要性は説くものの，具体的な計画化の内容ま
で研究する余力はなかったのであろう。また，ソ連で実際に計画化が行われており，当時の時点で新
たに独自のモデルを作成する緊急性もなかった。したがって，ポーランド共産党の計画化思想をみる
には，彼らの新しい社会体制の構想，ソ連計画経済への評価を分析するほかにない。
この潮流の主要な経済学者，経済政策のブレーンとしてローザ・ルクセンブルグ（Luksemburg,
・Róza）４，ユリアン・マルフレフスキ（Marchlewski, Julian），アドルフ・バルスキ（Warski, Adolf），マ
リア・コンシュトスカ（Koszutska, Maria），イェジィ・ヘリング＝リング（Heryng−Ryng, Jerzy）など
の名をあげることができる。しかし，包括的に共産主義的潮流といっても，ポーランドにおけるマル
クス主義の適用については内部でも大きな意見の相違があり，それはとりわけ農業問題に関する対立
となって表面化した。
ルクセンブルク主義（luksemburgizm）流れをひくマルフレフスキは，農地を小作農に分配するこ
とは生産性の低下につながるとして，大土地所有者（obszarnicy）の農地を没収し，それを社会有農
地にそのまま移行させることを主張した。また自作農に対しては，債務帳消し，私営保障，農業協同
組合支持で彼らの革命に対する「中立」をとりつけることができると考えた。これに対しバルスキや
コシュトスカは，  零細自作農の生産性がユンカー経営農場のそれと比較してさほど劣らないこと
から，農地を小作農に分配することによる急激な生産性の低下は考えられない， １００年以上にわ
たる列強３国による分割下にあったポーランドでは，とりわけ農民の土地所有に対する願望が強い，
 ポーランドの農民は，技術的・組織的に広い範囲にわたる協業に慣れていない，などを理由に，
土地を農民に返すことを柱とした党プログラムを提案していた。
１９２０年代にはいると，コシュトスカらの「民族派」が勢力をのばし，結局，マルフレフスキも
「ポーランドの各地の農業生産様式の成熟度によって判断する」との歩み寄りをみせた。このこと
は，共産党が社会主義体制の初期における多様な所有形態を容認した形での政策展開を，すでに１９２０
年代に考えていたことを示している。彼らは，農民の自発的活力に基礎をおいた１９２１年にはじまるソ
連の NEP（新経済政策）に深い関心をよせており，『ノーヴィ・プシェグロンド』（Nowy Przegl d）５
４ ルクセンブルグは，ポーランドのザモシチで生まれ，ポーランド共産党の前身である「ポーランド国王＝リトワニア
社会民主党」（SDKPiL）の中心的指導者であった。
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には，NEPを評価し，NEP型の計画化ポーランドには適していると主張する記事が載せられた。
一方で，計画化は社会主義体制と切りはなしては考えられないとして，資本主義における経済計画
化は頭から否定している。たとえばヘンリグ＝リングは，ポーランド経済の発展段階を分析するなか
で，「（…）国内・外国大資本は，エタティズムを支持している。なぜなら，国家は大口の購買者であ
・
り，そして，帝国主義的拡張のための武装した手腕であるから」（Guzicki & Zurawicki［１９７４］，
p．２３９），であると述べている。このようにエタティズムの本質を規定し，後述する四ヵ年計画を作成
し，中央工業地帯建設に力を入れていた政府の政策を強く批判した。国家介入主義
（interwencjonizm）も同様，彼らにとってはブルジョア国家強化の一手段でしかなく，こうした動き
をとらえて社会主義の萌芽だとする議論の幻想性を非難した。
以上のことから，共産主義的潮流は，資本主義における経済計画化を否定する一方，社会主義の下
での経済計画化については混合システムによる比較的分権化されたモデルを考えていたと推測でき
る。
一方，ポーランド社会党を中心とする社会主義的潮流に含まれる経済学者は，共産主義者より具体
的な経済運営のビジョンを示していた。ポーランド社会党はもともと，オーストリア社会党に代表さ
れる社会民主主義の影響を強く受けていた。したがって，プロレタリアート独裁にも否定的で，資本
主義から社会主義への移行は議会制民主主義の範囲内で平和的に行えると考えていた。しかし，世界
大恐慌を経てドイツにファシズムが台頭してくると，ポーランド社会党もしだいに階級性を強めて
いった。
このポーランド社会党の計画化に対する思想が一番明確に表れているのは１９３７年のプログラムであ
る。このプログラムは，まず現在の経済混乱から抜け出すには，社会主義的計画経済を導入する以外
にないとして，社会主義経済全体を統制する最高経済評議会（Naczelna Rada Gospodarcza）の設立を
あげている。一方，各企業は独自の運営計画をもち，最高経済評議会と調整をとりながら経営を行な
う，また，手工業，家内工業は強制的社会化の対象とはならないが，協同組合化されるのが望ましい
としている。中小企業で社会化するまで組織的・技術的に成熟していない企業は，当面「社会的コン
トロール」下に置くことを提案している。さらに商業においては，国営と並行して協同組合を発展さ
せ，外国貿易は国家独占となる。そして「社会主義経済は官僚の手にすべてを委ねた全般的国営化の
経済ではない。また，国家主義的戦争経済でもない。社会主義的経済は全般的国有化ではない社会化
された経済になるであろう。それぞれの生産部門は，自治的なトラストによって運営され，その指導
部では労働者が決定的役割をはたすようになる」（Polska Partia Socjalistyczna［１９３７］）というのが，
ポーランド社会党が描いた社会主義のビジョンであった。
ところで，社会主義者のなかにはエドワルド・アブラモフスキ（Abramowski, Edward）６の信奉者が
５ ポーランド共産党の理論誌。１９２２年から３７年にかけて非合法の地下出版誌として８２号発行された。バルスキらが中心
となり編集した。
６ E・アブラモフスキは若くして社会主義運動に身を投じ，PPSの結成にも参加したが，パリに滞在中，サンジカリズ
ムさらにアナキズムの影響をうけ，「無政府社会主義」を唱えるようになる。１９０５年の革命に際して，コオペラティズ
ムの思想を説き，これをポーランドに広め，その後一貫してこの研究を続けた。また，心理学にも造詣が深く，『潜在
意識の諸問題』などを著し，１９１５年からはワルシャワ大学で心理学を研究した。
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多くいた。アブラモフスキは，協同組合運動の発展によって「協同組合主義共和国」（Rzeczpospolita
kooperatywna）が導かれるというオリジナルな理論を展開した人物である。この理論はフランスの協
同組合主義に基礎をおくものだが，この運動をプロレタリアートの階級闘争として位置づけているこ
と，国家の廃止をうたっていることに彼の独創性がある。彼は，協同組合が諸階級の欲求を充足でき
る唯一の形態であるとしている。さらに，流通部門を組織した協同組合企業との競争に負け倒産した
資本主義企業を買いとることにより，最終的には協同組合企業が全社会の生産と分配を掌握するよう
になるとしている。この協同組合企業の自由な合意のうえに成り立つ社会が「協同組合主義共和国」
である。
この思想が生まれた背景には，フランス，ドイツのサンジカリズム，コオペラティズムがあるが，
同時に当時のポーランドの歴史的状況も，この思想があたかも現実性があるかのように広がった要因
となっている。すなわち，第一次世界大戦前までのポーランドでは，ロシア，オーストリア，プロシ
アの３国に分割されており，たび重なる蜂起の失敗でポーランドの政治手段による独立は全く不可能
と考えられていた。そうした状況下で支配国の弾圧をかわしながら，独自の経済オルガニズムを作る
ことによって解放を勝ちとっていくという考えは，被抑圧国ポーランドの土壌に深く根ざしていると
みることができる７。
これとは別に，社会主義経済をめぐるランゲの経済計算論争がある。
１９２０年，ミーゼスは著書『社会主義共同体における経済計算』で，需要と供給によって資源が配分
されない社会主義経済体制の下では，合理的な経済計算は不可能であると主張した。また，フリード
リヒ・ハイエクは，『集産的経済計画化』（Hayek［１９３５］）のなかで，社会主義における経済計算は
理論的には可能だが，現実に適用するのは無理だとした８。これに対し，ランゲは次のように反論し
ている。「（…）L・フォン・ミーゼスの理論は価格のもつ機能に関する概念の混乱の上に成り立って
いる。（…）『価格』には二つの意味がある。この言葉の一般的に使われている意味，つまり，市場に
あらわれる二つの財の交換関係と『代替物が提供される条件』という広義の意味をもっている。資
源，資材の適正配分という問題の解決には，二番目の広義の意味での価格が不可欠である」（Lange
［１９７３a］，p．２３４）。そして，中央計画機関は価格のパラメータ機能にもとづき，試行錯誤により価格
調整することができる。したがって，社会主義でも合理的価格形成が可能であると論証した。
ランゲは社会主義の潮流のなかでは特異な位置を占めているが，彼のフィード・バックのメカニズ
ムをもった社会主義経済計画理論は，合理的経済計画論争のなかで重要な意味をもっている。ランゲ
の理論は戦後，中央計画局（CUP）の価格決定の基礎となった。しかし，戦前のポーランドでは彼の
理論がほとんど紹介されなかったこともあり，広い支持を得るには至らなかった９。
７ Lange, Oskar (1973b, p.89).
８ ポーランドでは，クシジャノフスキ，ヘイデル，ズベイグらを中心とした大半の経済学者が，社会主義経済計算論争
でミーゼスを支持し，ランゲと対立した。
９ ランゲの社会主義における経済生産にかんする論文の第１部は，１９３６年に‘On the Economic Theory of Socialism’の
タイトルで Review of Economic Studies (vol. 4, nr1, 1936, pp. 53−71)に掲載された。また翌年，第２部’The Economist’s Case
for Socialism”（同誌, vol. 4, nr2, 1937, pp. 123−144）が発表された。第１部はすぐにポーランド語に翻訳された
(Winawerowny, B. [1936]. ‘Zagadnienia rachunku ekonomicznego w ustroju socjalistycznym’. Ekonomista . Nr 4, pp.53−75)。しか
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共産主義・社会主義的潮流とは別な立場から計画化に興味を示す経済学者も多かった。それらの経
済学者はさまざまな立場から研究にあたったが，共通するのは，計画経済を有効に機能させる条件と
して，必ずしも社会主義体制をあげているわけではないということである１０。
ヤン・ドレブノフスキ（Drewnowski, Jan）は，この純理論的潮流のなかで，体系的な計画理論を造
りあげた数少ない論理家のひとりであった。彼はローザンヌ学派のパレート，バローネに近い立場を
とり，可能関数と選好考関数を用いた一般均衡理論を基礎に独自の計画モデルを完成した。そして財
に対する効果的な選好考関数と一定の可能関数をもった国家から個人までのさまざまな経済主体の目
的意識的行動が計画であるとし，これを計量的に操作可能な方程式に表し理論化に努めた。そして，
計画経済が実施される社会体制を集権体制（ustrój kolektywistyczny）と呼び，さらに，これを部分的
集権体制と完全集権体制に区別した。前者では，経済単位が自由に売買できる財が限定されている
か，または，一定の財の購入が経済単位にとって有利でない選好関数が定められている。一方，後者
では，国家が生産・分配のすべてをコントロールし，下位の経済主体はこれに対して決定権をもたな
いとしている（Drewnowski［１９３７］，p．６１）。いわゆる集権・分権モデルの先駆けである。
ドレブノフスキは体系的な計画化理論を展開していたが，その内容は極度に純理論的・抽象的であ
り，現実とのつきあわせに欠けていた。また，手法がブルジョア経済学に依拠していたのみならず，
政治体系を無視した理論であったため，戦後，ポーランド労働者党（Polska Partia Robotnicza : PPR）
からの批判の的となり，中央計画局論争（dyskusja cupowska）１１にも参加したが，結局ポーランドで
活動できる余地を失う結果となった。
一方，計画化を技術的側面から検討し，さらにそれを具体的に実施することにより貴重な経験を残
したのは実証主義的潮流である。大戦間期のポーランド経済を支配していたのは停滞であった。経済
発展の桎梏となっていたのは，前述のように経済構造そのものである。しかし，国内に経済構造を変
革するだけの蓄積はなく，既成の経済的自由主義も，有効な解決策を打ち出すことができなかった。
このような事情から，エタティズムの政策思想は，国内ブルジョアジーからではなく，国力の衰退を
懸念したサナツァ派（Sanacja）の政治家から生まれてきたのである。
ポーランド独立１０周年を記念して，エタティズムを支持する論集『経済最前線 独立回復１０周年記
念 現代ポーランド経済の諸問題 商工業１９１８－１９２８年』，およびいくつかの論文が発表された。こ
 の論集の著者らは大蔵省のステファン・スタジンスキ（Starzynski, Stefan）のもとに集まった官僚た
ちが中心で，１９２８年秋に組織された「第一経済師団」（Pierwsza Brygada Gospodarcza）というグルー
プを軸に，国家の役割を強調する論陣を張った１２。しかし，学界においてこれを支持したのはごく僅
  ´
・
 し，第２部が翻訳されるのは，ようやく１９６１年になってからである：Lange, Oskar (tlum. Tatar−Zagorska, H. ; Zelislawski,
J.) [1961]. ‘O teorii ekonomicznej gospodarki socjalistycznej.’ in : Lange [1961], pp.89−125).
１０ こうした経済学者としてアントニ・ロシコフスキ（Roszkowski, Antoni），ヴァディスワフ・サバツキ（Zawacki,
     Wladyslaw），ミハウ・カレツキ（Kalecki, Michal），イェジィ・ドレブノフスキ（Drewnowski, Jerzy）などの名をあげる
ことができるが，たとえば，カレツキは，市場メカニズムが合理的分配を保証していないことを理由に，国家は投資
計算，国民所得分配計画を作るべきだと主張し，体制内での経済効率化を目指していた。
１１ ポーランド社会党や両大戦間期政府テクノクラートの牙城となった中央計画局を切り崩すためポーランド労働者党が
仕掛けた論争。
１２ 一方，当時の大蔵大臣イグナツィ・マトシェフスキ（Matuszewski, Ignacy）は，一貫して自由主義的立場をとった。
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かな研究者のみであった。そのひとりレオポルド・カロ（Caro, Leopold）は，弱肉強食の自由競争が
市場を破壊するとして社会連帯主義を説き，エタティズムを擁護した１３。
一方，クシジャノフスキ，アダム・ヘイデル（Heydel, Adam），フェルディナンド・ズヴェイグ
（Zweig, Ferdynand）らは，エタティズム批判を強めた。クシジャノフスキは『貿易収支の赤字』１４で
エタティズムを痛烈に批判し，いわゆる「エタティズムをめぐる論争」（“spór o etatyzm”）が開始さ
れた。急先鋒のヘイデルは，すべての国家介入の形態を否定し，経済的自由主義の優位性を強調し
た。クシジャノフスキは，エタティズムによりモラル・ハザードが生じることを指摘し，エタティズ
ムの倫理観の方が自由市場の倫理観に比べてより危険であるとした。比較的に穏健派のズヴェイグ
は，エタティズムが不健全財政の元凶と批判したが，他方，国家が産業発展を促進させるためある程
度市場に介入することを容認した。この論争は，経済専門誌や日刊紙ででも繰り広げられ，最後には
国会の論争にまで発展した（Zagóra−Jonszta［１９９０］，p．１９０）。最終的には，経済的自由主義派が論戦
に勝利した。エタティズム派は理論的に不完全で，実践的経験も乏しかったのが論戦での敗因であっ
た１５。もっとも，世界大恐慌をきっかけに，経済的自由主義派も徐々に政府の役割を認識し始め，実
体経済においてはエタティズムが次第に経済で重要な役割を果たしていくことになる。
３．世界大恐慌（１９２９－３５年）
１９２９年１０月のニューヨーク証券取引所における株価大暴落をきっかけにして起こった世界大恐慌
は，ポーランドにも重大な影響を及ぼした。ポーランドの経済危機は先進諸国より長引き，工業生産
の下落は１９３３年第１四半期に底を打ったものの，１９２８年の工業生産を１００とすると，１９３５年の工業生
産は７６にとどまった（Landau & Tomaszewski［１９９９］，p．１９７）。他の諸国と比較してポーランドの経
済危機がとりわけ深刻であった理由は，国民経済に占める農業の比率が相対的に高く，しかもその農
業が脆弱であるというポーランド経済構造にあった。経済危機によってもともと低い農村の購買力が
さらに落ち込むと，農村市場から切り離された工業は立ち直るきっかけを失った。一方，農業生産の
回復はようやく１９３５年秋になってからである。
世界大恐慌をきっかけに外国資本の逃避が始まり，さらには外資系銀行の融資引き揚げ，利子・配
当の海外持ち出しが相次いだ。この時期の外国資本流出は２５億７０００万ズウォティにのぼると推定され
る（Landau & Tomaszewski［１９９９］，p．２３３）。これは当時の年間国家予算を上回る額である。一方政
府は，通貨の価値を維持するためにデフレ政策を維持し，結果的に一層の景気後退を招いた。ポーラ
ンドのこうした経済危機に対し，明確な経済政策理念のないピウスツキと軍部側近による「大佐た
１３ もっとも，カロは国家所有を擁護したわけではない。カトリック系経済学者の立場から，私的所有が経済活動の最良
の基礎であるとしながら，社会的格差や消費者保護のため，協同組合の役割を一定程度評価しているに過ぎない。
１４ この『貿易収支の赤字』には，「ポーランドのエタティズム」（pp．３－６３）と「貿易収支の赤字」（pp．６７－１０１）の２
・編が収められている（Krzyzanowski［１９２８］）。
１５ なお，ポーランドでは，１９３３年に出版されたカレツキの『景気の一般理論試論』は学界で特に話題にならなかった。
また，１９３６年に出版されたケインズ『雇用・利子および貨幣の一般理論』も，経済誌に数本の書評が出ただけで大きな
反響を呼ばなかった（Zagóra−Jonszta [1990], p.199）。
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ち」の政府は，結局有効な手段を講じることができなかった。経済恐慌の後遺症は１９３６年頃まで尾を
引いた。
また，世界大恐慌をきっかけとして，国家の経済活動における役割はさらに強まる結果となった。
１９３４年にはポーランド国内株式資本に占める外国資本の割合は，石油産業９３．３％，鉱業６７．４％，冶
金・精錬業８２．５％，化学工業７０．１％，電力・ガス・水道８２．４％となり，基幹産業の大部分は外国資本
によって占められた。特に金融部門では，１９２４年に１１０行あった民間銀行が，１９３５年には３２行に激減
している。１９３０年代には，銀行預金は民間銀行全体でも政府系銀行の半分以下になった。また，長期
信用の９０％以上が政府系銀行から貸し付けられ，１９３８年にはその比率は９９．９％に達した。このこと
は，企業の投資活動がほぼ完全に政府の融資に依存しており，また企業経営の悪化は，融資者である
政府が企業経営に対して直接介入を強めることを意味していた。
４．四月憲法（１９３５年）
一方，政治に目を向けると，クーデターによってピウスツキの実質上の支配が確立され，議会は形
式的にのみ維持された。そして，ピウスツキの独裁色は次第に強まり，再三にわたってピウスツキの
議会への介入が繰り返され，彼が保守派や大地主層への接近を図ると，当初ピウスツキを支持してい
た左派諸政党も次第に彼との対立を深めていった。このことが，国会と政府の対立を決定的なものに
した。
１９２８年３月の総選挙では，政府陣営はサナツィアを中心とした「政府協賛超党派ブロック」
（BBWR）を組織して足場を固め，これを軸に議会に圧力をかけた。また，１９３０年の総選挙では，サ
ナツィアは下院の議席の５６％を獲得して，議会に対する影響力を確実なものにした。もっともこの躍
進は，野党活動家大量検挙など，選挙中野党に対して徹底的に弾圧を行った結果だった。
１９３０年の総選挙後，BBWR主導のもと国会内の憲法委員会で新憲法の論議が始まったが，委員会
で少数派となった野党が委員会をボイコットしたため，作業は BBWRによって一方的に進められ
た。１９３５年３月の国会で新しい憲法の採択が強行され，翌４月２３日に大統領が署名していわゆる「四
月憲法」（konstytucja kwietniowa）が発効した。
この四月憲法の最大の特徴は，大統領・政府の権力が強化されたことである１６。冒頭に立法権力に
１６ 四月憲法（Konstytucja Rzeczypospolitej Polskiej z 23.04.1935r., Dz. U. RP , 1935 r. nr 30, poz. 497.）より抜粋：
第１章 ポーランド共和国
第１条第１項 ポーランド国家は全ての市民の共通善（wspólne dobro）である。
第２条第１項 国家の代表は，共和国大統領である。
第２項 大統領は，国家の命運について，神と歴史に対してのみ責任を持つ。
第４項 大統領には，一元的で分割できない国家権力が集中される。
第３条 共和国大統領の指揮下にある国家諸機関は，政府，下院，上院，軍，裁判所，国家監察院である。
第２章 共和国大統領
第１６条（内容）大統領選出の方法：選挙人総会（下・上院議長，その他下・上院が指名した市民等によって構
成）が候補者を選出。その候補者が大統領になる。ただし，大統領には後任を指名する権利があり，もし
大統領が別の侯補者を指名した場合は，２人の候補者で国民投票が行われ，大統領が選出される。
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ついて規定がある三月憲法とはうって変わり，「大統領は，国家の命運について，神と歴史に対して
    のみ責任を持つ（Na Nim spoczywa odpowiedzialnosc wobec Boga i historii za losy Panstwa）」（第２条第
２項）という有名な一文に象徴されるように，四月憲法では大統領に絶対的権力を集中させており，
国会や裁判所も大統領の指揮下に入っている。また，上院議員の３分の１は大統領によって任命され
る（第４７条）。この憲法によって，大統領・政府の議会に対する優位に法的根拠が与えられた。つま
り，独立当初の議会民主主義を中心とした国家体制は，四月憲法によって形式的にも否定され，行政
府に国家運営のイニシアティブが与えられたのである。しかし，憲法発効直後にピウスツキが死去し
たことにより，行政府内でも路線の対立が次第に表面化し，一方で野党も勢力を盛り返して，再び政
治的混乱は拡大した。
５．中央工業地帯（CUP）建設
１９３０年代後半になると，エタティズムが政府の経済政策の中に色濃く現れるようになる。世界大恐
慌とドイツにおけるヒトラーの台頭による中欧情勢の緊迫化に伴い，外国資本がポーランドから逃避
しはじめ，政府は外資が逃避した分野の経済活動を補完するとともに，国防を強化する必要に迫られ
た。レビアタン（Lewiatan）１７に代表される国内資本は，当初エタティズムを批判していたが，それが
景気回復に一定の成果を上げ，国内資本にとっても利益をもたらすことが明らかになると，エタティ
ズム支持にまわった。
四月憲法の発効によって行政府の権限が一段と強化されたのと相まって，クフャトコフスキが蔵相
のポストに戻ってきた。クフャトコクスキは精力的にポーランド経済の工業化政策を推し進め，１９３６
年には工業化のための公共投資拡大を基礎とした「四カ年投資計画」（１９３６年７月１日－１９４０年６月
３０日）を実施に移した。また１９３７年には，国土の６分の１を占める広大な中央工業地帯（Centralny Okr g
 Przemyslowy : COP）の建設が開始された。これは，総人口の１８％を含むワルシャワ－クラクフ－ル
ブフを結ぶ「三角地帯」と決定された（図１参照）。この中央工業地帯は，次の３つの理由から立地
第２０条第１項 大統領の任期は，執務を開始した日から７年である。
第３章 政府
第４章 下院
第５章 上院
第４７条 上院は上院議員によって構成され，上院議員の３分の１は大統領によって任命され，３分の２は選挙に
よって選出される。
第６章
第５４条（内容）国会が議決した法案に大統領が署名。署名しない場合は差し戻し。
両院総会で法案を再度修正なしで議決した場合は，大統領が無条件でサイン。
１７ 通称「レビアタン」の正式名称は「ポーランド工業・鉱業・商業・金融中央連合会」（Centralny Zwi zek Polskiego
 Przemyslu, Górnictwa, Handlu i Finansów）で，ポーランド王国時代の産業家・財界人連絡組織を継承した形で１９１９年１２月
１５日に設立された。「レビアタン」は，経済界が共同で政府に対して意見を表明するための経済連合組織で，当初は主
に旧ポーランド王国に所在地を置く２９の大企業が参加していたが，世界大恐慌以降はシロンスクの企業グループもこれ
に加わった。この設立はポーランドが列強分割から脱した直後でもあり，彼らは当初，国家の市場介入は列強支配を彷
彿させるものとして強く反発した。
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が決定された： 軍事的理由から中央工業地帯は国境からできるかぎり離れた所に建設する必要が
あったこと，この地方では大量失業と農村の過剰人口が深刻化していたこと（推定４０万－７０万
人），東部ポーランドの地下資源および半製品，そして南部ポーランドの水力電力，天然ガスに対
して効果的な市場創出が可能だったこと。また，比較的開発が進んでいる「ポーランドＡ」と，貧困
が深刻な「ポーランドＢ」，「ポーランドＣ」（または「ポーランドＢ，Ｃ」を合わせて「ポーランド
Ｂ」と呼ばれる）との経済格差を縮小することも目指された（図２参照）。
まず，スタローヴァ・ヴォラに製鉄および金属精錬コンビナートが建設され，さらにラドムとスタ
ラホヴィッツェに兵器工場，ジェシュフに軽飛行機エンジン工場，機械製作工場，照明器具工場，そ
してデンビツァに化学コンビナートが建設された。１９３９年９月までには４億ズウォティの予算と１０万
４０００人の労働力が投入された。また労働力確保のため農地改革も並行して行われた。
こうした経済戦略が実施された結果，１９３０年代後半には，ポーランドの総投資額のうち，公共セク
ターが占める割合が６０－６５％にものぼっている（Landau & Tomaszewski [1989], Tom IV, p.88）。ま
た，国民総資産に占める国家資産の割合は１９３８年には約２０％に達している（表１参照）。しかしなが
ら，この政府主導の経済政策は，国家が投資者となって工業力を高め，起こりうる国際的な軍事衝突
に備えるという中央集権的な資源配分を柱とした政策で，脆弱な国内資本の育成や中小企業の振興に
は向かわなかった。クフャトコクスキ自身はエタティズムを信奉していたわけではなく，むしろ民間
資本の活力に期待していたが，国内資本は最後まで国民経済において主導的な役割を果たすことがで
きなかった。
この政府の企ては，第２次世界大戦勃発によって中断させられ，大戦中はドイツ軍に生産能力を軍
事目的に利用された。さらに，１９４４年，ソ連軍が反撃に転じると，工場の多くは破壊されるか，解体
されてドイツに持ち去られた。
１９３０年以前のポーランドでは，エタティズムにさまざまな解釈が与えられていた。たとえば，
（１）国家による国営企業と銀行の設立・運営および信用の供与，
（２）保護貿易主義，つまり，輸出入規制による国内産業保護―関税操作と輸出奨励，
（３）国家介入主義―価格，賃金統制による国家の経済に関する影響力強化，
などがそれである。１９３０年代にはいると，これらの解釈にある程度の統一がはかられた。それは
「国家が経済部門において直接的投資者としての役割を担い，国家予算によって企業を運営する」と
いうものである。また，クフィァトコフスキの規定によれば，エタティズムとは「外国資本排斥を目
指し，国家の経済における役割を強化する」ことである。これは列強の抑圧に苦しむ発展途上国に独
特なコンセプトであり，西ヨーロッパの国家介入主義とはその内容を異にしている。
このエタティズムに立脚して作られたプログラムは，しかしながら，さまざまな方面から批判を呼
ぶことになる。保守派，国民派，人民派，教会，その他のサナツァ反対派は，これをとらえ，私的所
有に脅威を及ぼし社会主義へ向かう第一歩だとして反発を強めた。一方，ポーランド共産党は，これ
は資本主義が国家独占資本主義に移る第１段階であり，したがって，この中から社会主義が生まれて
くる要素は全くないと，逆の立場から強く批判した。ポーランド社会党はエタティズムについても充
分な分析を行っていないが，これが経済改革の域をこえ，政治的軍事的色彩が強いことに懸念の色を
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図１ 両大戦間期ポーランドと中央工業地帯
出所：Skodlarski [2000], p.294.
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図２ ポーランドＡ，Ｂ，Ｃ
出所：Encyklopedia [1981], p.105.
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表１ ポーランド全国の生産に占める国営企業生産・サービスの割合（１９３５－１９３６）
生産部門
その部門に占める国家による生産の割合（％）
国家保有資本の比率７５％以上１） 国家保有資本の比率５０％以上２）
石炭 １８．９ ２４．３
石油採掘 ０．８
石油精製 １９．４
ガソリン ８．７
天然ガス ２２．８
製塩 ８４．４
製塩（カリウム塩） １００．０
採石場 ３２．２
煉瓦（クリンキェル）工場 ４０．０
冶金・精錬業 ５５．０ ７０．０
工作機械 ２９．３ ５３．０
自動車工業 １００．０
航空機生産 １００．０
化学工業 ２０．０－２５．０
うち：染料 ２０．０
染料半製品 ９５．０
印刷業 １２．０
電子技術工業 １２．５
うち：電話技術工業 ８４．０
電信技術工業 １７．０
電動計算機 ３１．０
綿工業３） ３．２ ５．１
森林 ４７．０
製材業 １７．３
建築業 １０．５
木材輸出業
製材 ３９．０
パルプ材 ７．０
穀物輸出業 ３１．８
ベーコン生産および輸出 ７．０
スピリタス（純正ウォッカ生産および工業用スピリタス精製） １００．０
たばこ製品生産 １００．０
鉄道 ９３．３
バス ９．０－１０．０
航空 １００．０
海上輸送業 ９６．０－９７．０
外航海運取次業 １１．６
郵便，電信，無線電信 １００．０
電話 ７３．０
ラジオ放送 １００．０
電力 ７．９
保養所４） ３３．３
銀行５） ３５．０
保険 ４８．１
うち：損害保険 ５１．６
火災保険（強制） ９１．０
注：１）国家が保有する資本の比率が７５％を上回っている企業を国有企業とした場合。
２）国家が保有する資本の比率が５０％を上回っている企業を国有企業とした場合。
３）シャイブラーおよびグローマンの工場を含めると，国家は約１６．２％の綿工業を掌握している。
４）保養地を除くと約５５％。
 ５）地方貯蓄金庫（Komunalne Kasy Oszcz dnosci）と地方銀行を含めると４５．８％。
 出所：Gol biowski [1985], pp.281−282．
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示しており，また，国営企業の拡大により収益性が無視され，市場経済の自動制御機能が崩されると
批判を行った。さらに協同組合主義者は，エタティズムと協同組合主義を結合することにより，私的
所有が中心の資本主義を社会的所有（協同組合所有）中心の体制へもっていくべきだと主張した。こ
のように，エタティズムは左右からの批判の的となったが，中央工業地帯の建設で景気が回復し，雇
用機会が増えると，政府は実績を楯に，この政策のさらなる拡大を図った。
１９３８年１２月，クフィァトコフスキはさらにセイム（国会）に一五ヵ年計画を提出した。この計画は
５つの段階から成っている。つまり，第１段階：軍事力の増強，第２段階：運輸機関の整備，第３段
階：農業振興，第４段階：工業化と都市づくり，第５段階：ポーランド東部と西部の格差解消，とい
うものである。これは短期的には軍事強化が目的であったが，長期的にはポーランドを農業国から工
業国へ脱皮させる狙いであった。しかし，その内容は「ユートピア的・プロパガンダ的」なもので，
技術的な裏付けや経済用具などについてはなんらふれられてはおらず，また，資源や投資の方法につ
いても明確にされていなかった。
これらの計画のブレーンとなったのは，クフィァトコフスキによって結成された「国民経済クラ
ブ」（Klub Gospodarki Narodowej）であった。このクラブは政治的には中立で，主な参加者は省庁で
働く若く進歩的な経済専門職員であった。彼らはとりわけ，ソ連の経済計画の分析，政策的提案，資
本主義体制の枠内で，ソ連の計画化の方法の部分的導入を図る実験，などを行っていた。このクラブ
の中心人物のひとりレバンドフスキ（Lewandowski, W．）は，ポーランドの条件下で実戦可能なモデ
ルとして次の三つをあげている。
（１）資本主義の利益を代表する組織が経済を統制し，それを国家がチェックしていく。
（２）貨幣流通，価格も含めてすべての経済用具を国家が直接統制する。
（３）私的所有が制限された社会主義システム。しかしこのなかで，分業，資源・資本の部門間分配
などにおいては，社会的コントロールが働く。
レバンドフスキは，当時農業省の若い経済専門官チェスワフ・ボブロフスキ（Bobrowski,
 Czeslaw）と同様，のモデルを一番興味深いモデルだと考えている。このクラブの特徴は，体制改
革こそ目指していないが，ソ連の社会主義経済計画を拒否せず技術的側面から有効性のあるものは柔
軟にとり入れようとしたところにある。戦後，彼らの多くは中央計画局（CUP）で働くことになる。
 そのなかには局長のボブロフスキ，副局長のロジンスキ（Rodzinski, J．）など多くの「国民経済クラ
ブ」のメンバーの顔がみられる。
６．まとめにかえて
両大戦間期ポーランドにおいては，経済の後進性と停滞が大きな経済政策の課題であったが，経済
思想面では，政府（少なくとも公式な立場としては），産業界，学界とも経済的自由主義が主流で
あった。しかし，早い時期に経済的自由主義と民主主義が行き詰まり，独裁的な政権によって政治・
経済的安定化が試みられた。
両大戦間期のポーランドに経済的自由主義が根付かなかったのは，なによりも，国家が急速に行っ
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た自由化と民主主義的原則の導入に経済社会が対応できず混乱し，政治的対立がその悪化に拍車をか
けたことにある。それは，結果的に国家管理の強化を生み出す土壌を作っていったことである。
エタティズム登場の背景には，それを積極的に支持する強力なイデオロギーはなかった。しかし，
世界大恐慌とそれに引き続く長期の不況で，経済的自由主義に対する信頼は崩れ去った。一方で，１９３０
年代のポーランドは，国家を総動員して力をつけてきたドイツと工業化に邁進するソ連の狭間にあっ
て，常に大国の脅威にさらされていた。こうした状況下で，不安定なポーランドの経済を支えていく
ためには市場はあまりにも脆弱であり，国家の強力な経済介入はそうした状況下で不可避であったと
いえる。
「大佐たち」の政府は，ポーランドの工業化には関心があったが，経済政策理念はほとんど持た
ず，長期的視野に立って国内資本が育成されるような市場整備に関心を向けることはなかった。ま
た，未熟な議会民主主義を押さえ込んでピウスツキの威信のもとに政府主導の政策を実施したこと
は，一時的な経済の安定化には効果があったが，長期的には，民主化の抑圧に対する議会や国民の反
発を受けて，政情不安定化の原因となった。
エタティズムに基づく経済成長戦略は，第二次世界大戦で中断を余儀なくされたが，この間培われ
た政府主導による経済計画化の経験と蓄積は，第二次世界大戦後のポーランドの戦後復興政策に引き
継がれていく。しかしまた，社会主義化の進行とともに，社会主義経済政策思想と大きな齟齬をきた
していくことにもなる。
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The Rise of Interventionism in Interwar Poland
−Etatism as a Development Strategy−
Masahiro Taguchi
Introducing the discussions and practices of Polish etatism in 1930’s, this article presents the historical
process that the state control was strengthened and etatism became a main development strategy of the Polish
government.
One of the main problems of the economic policy of interwar Poland was economic backwardness and
stagnation. The economic liberalism was a main current of economic ideology in the government (as an at least
official standpoint), as well as the industrial world and academic circles. However, the economic liberalism and
the political democratization couldn’t solve these economic problems. The political situation was stabilized by
Pilsudski’s Coup D’etat, but the economic structural problem was still left (Chapter 1).
Chapter 2 introduces arguments about interventionism and the controversy over an economic planning. The
thoughts of an economic planning of the Polish Communist Party of Poland (KPP), the Polish cooperatism, the
economic calculation debate, and the development policy of technocrats, would be worth paying attention.
The so called “April Constitution” (1935) and the Great Depression (1929−1935) are analyzed in Chapters 3
and Chapter 4. The Great Depression shook the trust in market and the fundamental idea of economic liberalism.
In 1935, new constitution was promulgated, and the president got a strong authority. Such a situation
strengthened the tendency to etatism.
In Chapter 5, the Central Industrial Region (COP) constructed on the base of etatistic ideology is empirically
analyzed. It seemed effective not only in temporary economic stabilization, but in structural change of Polish
economy that stands in long−term perspective. However, the construction of the Central Industrial Region was
interrupted by World War II.
２０３両大戦間期ポーランドにおける国家主義の台頭
－１７－
